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各 位 

会 社 名 JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社
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（訂正）「日本ビクター株式会社の平成 21 年 3 月期 中間決算短信に関するお知らせ」の 
一部訂正について 

 
 
 
当社グループは、平成 22 年 2 月 8 日付「調査委員会報告と過年度決算の訂正概要、平成 22 年 3 月期第 3 四半

期の四半期報告書の提出遅延および監理銘柄（確認中）指定の見込みに関するお知らせ」においてお知らせいたし

ましたとおり、当社の連結子会社である日本ビクター株式会社（以下「ビクター」といいます。）に係る損失処理

等に関して、同日開催の当社取締役会において外部専門家を含む調査委員会から調査結果の報告を受け、当社およ

びビクターにおける過年度決算の訂正を行う方針を決定しておりました。 
この方針に基づき、当社では、これまでに調査結果の細部に対する検証・検討、過年度決算の訂正作業および会

計監査等を並行して進めてまいりました。この度、これらの作業を経て具体的な訂正内容が確定いたしましたので、

平成 20 年 10 月 27 日付「日本ビクター株式会社の平成 21 年 3 月期 中間決算短信に関するお知らせ」の一部訂

正についてお知らせいたします。 
 
なお、訂正箇所が多岐にわたっており、正誤表による記載形式ではわかりづらくなることから、訂正前および訂

正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線   を付して表示しております。 
 

以 上 
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【ご参考】 

平成 21 年３月期 中間決算短信 

平成 20 年 10 月 27 日 

会 社 名         日本ビクター株式会社 
Ｕ Ｒ Ｌ          http://www.jvc-victor.co.jp/  
代  表  者 （役職名）代表取締役社長  （氏名）吉田 秀俊 
問合せ先責任者 （役職名）経理部長       （氏名）石渡 仁      ＴＥＬ (045) 450 － 2837  
半期報告書提出予定日  平成 20 年 12 月 19 日      

（百万円未満切捨て） 
１．20 年９月中間期の連結業績（平成 20 年４月１日～平成 20 年９月 30 日） 
(1)連結経営成績                             （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 

 

百万円    ％ 

 

百万円   ％ 

 

百万円    ％ 

      
20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

270,147 △18.2 
  330,167  △11.1 

1,309    － 
△5,380   － 

  

△2,691   － 
△10,543   － 

△8,095   － 
△42,051   － 

20 年３月期 658,449  △11.3 3,262    － △7,951   － △47,521   － 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

  円 銭  円 銭 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

△22 39 
△147 79 

－ 
－ 

20 年３月期 △147 09 
 

－ 
 

(参考) 持分法投資損益  20年９月中間期 △143百万円 19年９月中間期  －百万円 20年３月期 △147百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

301,856 
405,366 

106,280 
128,857 

34.5 
31.2 

288 32 
349 60 

20 年３月期 315,003 
 

114,126 
 

35.5 
 

309 03 
 (参考) 自己資本   20 年９月中間期 104,257 百万円 19年９月中間期 126,422 百万円 20年３月期 111,746 百万円 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 

 
百万円 百万円 百万円 百万円 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

△12,229 
△10,326 

△3,252 
△5,328 

4,372 
28,659 

32,358 
83,353 

20 年３月期 △9,222 3,880 △18,369 43,434 

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末 

期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭

20 年３月期 － － － － 0 00 

21 年３月期 － －   

21 年３月期（予想）     
0 00 

 

【訂正前】
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３．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、15 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 
 20 年９月中間期 361,598,443 株  19 年９月中間期  361,923,058 株  20 年３月期 361,923,058 株 
②期末自己株式数 
 20 年９月中間期         －株  19 年９月中間期    298,978 株  20 年３月期     314,084 株 

 
 
 
 

 

 

 

 

【訂正前】
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１．経 営 成 績 

（１） 経営成績に関する分析 

１．当期の概況 

連結業績（中間） 

        売上高   2,701 億円（前中間期 3,301 億円 18.2％減少） 

        営業利益    13 億円（前中間期 △53 億円） 

        経常利益  △26 億円（前中間期 △105 億円） 

        中間純利益 △80 億円（前中間期 △420 億円） 

                    （億円未満切り捨て） 

当中間期における日本ビクター株式会社（以下「当社」という。）グループの連結業績は、売上高につきま

しては前中間期比で減収となりましたが、経営体質の向上により営業利益は改善し、前中間期の赤字から黒字

転換を果たすことができました。また、経常利益・中間純利益につきましても、赤字ながら前中間期より改善

することができました。 

 

２．連結業績 

＊売上高 

当中間期の連結売上高は、国内においては産業用機器部門が伸長しましたが、民生用機器部門での液晶

テレビの絞り込みやエンタテインメント部門の不振等により、768 億円（前中間期比 180 億円・19.0％減）

となりました。海外においては、民生用機器部門が全体的に振るわず、また電子デバイス部門での事業譲

渡の影響もあり 1,932 億円（前中間期比 419 億円・17.8％減）となりました。その結果、全体の売上高は

2,701 億円（前年同期比 600 億円・18.2％減）となりました。 

部門別に見ますと、民生用機器部門の国内は、カムコーダーはハイビジョンタイプの新商品が好評で前

年より伸長いたしましたが、液晶テレビの絞り込みを行った影響が大きく、前中間期を下回ることとなり

ました。海外は、現地通貨ベースで、米州は i-Ｐod 対応テレビの市場導入によって液晶テレビが伸長した

ほか、カムコーダーやヘッドホン等のＡＶアクセサリーも好調でしたが、Ｄ－ＩＬＡリアプロジェクショ

ンテレビ減少の影響が大きく、全体では前年実績を下回りました。欧州では液晶テレビのスリムモデルを

市場導入したディスプレイが堅調でしたが、カムコーダーやカーＡＶシステムなどが振るいませんでした。

アジアでもディスプレイが伸長いたしましたが、その他の商品は全体的に低調でした。その結果、当部門

の全体売上高は 1,986 億円（前中間期比 417 億円・17.4％減）となりました。                                                                                                                                   

エンタテインメント部門は、サザンオールスターズやＳＭＡＰの新譜発売やアニメ・演歌部門でのヒッ

ト作品がありましたが、旧譜の不振が響き、当部門の全体売上高は 317 億円（前中間期比 24 億円・7.2％

減）となりました。 

産業用機器部門は、国内は監視用カメラ等のセキュリティ商品やカードプリンタが伸長しましたが、業

務用ディスプレイが落ち込み前年実績を下回りました。海外でもカードプリンタが伸長したものの、ＨＤ

Ｖカメラレコーダーが苦戦し、前年実績を下回りました。その結果、当部門の全体売上高は 296 億円（前

中間期比 15 億円・5.1％減）となりました。 

電子デバイス部門は、モータ・サーキット事業の譲渡により全体売上高は大きく減少し、35 億円（前中

間期比 127 億円・78.2％減）となりました。 

その他部門の主なものは記録メディアやインテリアであり、合計の売上高は、65 億円（前中間期比 15

億円・18.8％減）となりました。 

 

＊営業利益 

営業利益につきましては、事業構造改革による影響もあり売上高の減少が悪化要因としてあったものの、

昨年７月に発表した「アクションプラン 2007」の実施効果が順調に現れ、また購買コストダウンなどの原

価改善も貢献し、営業利益は 13 億円（前中間期比 66 億円の改善）と当初予定を上回る利益をあげること

ができました。 

 

＊経常利益 

経常利益は、営業外損益が 40 億円の損失となりました結果、26 億円の損失（前中間期比 78 億円の改善）

となりました。 

 

【訂正前】
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＊中間純利益 

中間純利益につきましては、不動産売却等の特別利益はあったものの、第１四半期に「棚卸資産の評価

に関する会計基準」の適用により期首在庫に含まれる変更差額をたな卸資産評価損として計上したことや、

国内ディスプレイ事業縮小等の構造改革に伴う特別損失の発生により、80 億円の損失（前中間期比 339 億

円の改善）となりました。 

 

（２） 財政状態に関する分析 

１．資産、負債および純資産に関する分析 

当中間期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務・未払費用

の減少および当中間純損失による資金支出が、売上債権・たな卸資産の減少、有形固定資産の売却および銀行

借入による資金収入を上回り、前期末に比べ 110 億円減少し、323 億円となりました。 

 

２．キャッシュ・フローに関する分析 

＊営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果使用した資金は 122 億円となりました。これは主に仕入債務・未払費用の減少および当

中間純損失等による支出が売上債権・たな卸資産の減少および減価償却費を上回ったことによるものです。 

＊投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は 32 億円になりました。これは主に設備投資等の有形固定資産の取得が有

形固定資産の売却による収入を上回ったことによるものです。 

＊財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は 43 億円となりました。これは主に短期借入金の増加によるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 18 年 3 月期 平成 19年 3 月期 平成 20年 3 月期 平成 20 年 9 月中間期 

自己資本比率（％） 30.5    31.1 35.5 34.5 

時価ベースの自己資本比率 38.9    37.1 27.0     - 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.3    10.4     -     - 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.8     2.9     -     - 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（平成 20 年９月期は上場を廃止したためありません） 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を使用しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象とし

ております。 

※利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

※平成 20 年３月期および平成 20 年９月中間期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレス

ト・カバレッジ・レシオにつきましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載をしておりま

せん。 

 

（３） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社では、収益状況に対応した配当を基本とし、今後に予想される業界内の競争の激化や、環境の変化に耐

え得る企業体質の強化と、将来の事業展開のための内部留保の充実等を勘案して決定する方針をとっておりま

す。 

平成 20 年９月期の中間配当につきましては、誠に遺憾ながら見送らせていただきます。 

 

（４） 事業等のリスク 

事業等のリスクにつきましては、最近の有価証券報告書（平成 20 年６月 27 日提出）における記載から重

要な変更がないため開示を省略いたします。 

【訂正前】
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 当社グループは、当社及び関係会社92社より構成され、音響・映像機器、情報・通信機器、音・映像・デー

タ等記録再生媒体及び記録済み媒体の制作、製造並びに販売を主な事業内容としております。 

 その製品の範囲は、民生用機器、エンタテインメント、産業用機器、電子デバイス等の各分野にわたってお

り、国内外のグループ各社が相互協力のもとに緊密に連携し、製造、販売、サービスの活動を展開しておりま

す。 

 事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は次のとお

りであります。 

 

区    分 主要製品 主要関係会社名 

民生用機器事業 液晶テレビ、ブラウン管テ

レビ、プロジェクター、デ

ジタルビデオカメラ、ビデ

オデッキ、ＤＶＤプレーヤ

ー／レコーダー、ＭＤ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤコンポ他オーデ

ィオ関連機器、カーＡＶシ

ステム、ＡＶアクセサリー 

（生産会社） 

当社 

JVC Manufacturing Malaysia Sdn. Bhd. 

P.T.JVC ELECTRONICS INDONESIA  
JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 

北京 JVC 電子産業有限公司 

（販売会社） 

当社 

山陰ビクター販売㈱ 

JVC Americas Corp. 

JVC Europe Limited 

JVC ASIA Pte. Ltd. 

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映

像ソフト 

（生産会社） 

ビクタークリエイティブメディア㈱ 

JVC AMERICA, INC. 

（販売会社） 

ビクターエンタテインメント㈱ 

㈱テイチクエンタテインメント 

ビクタークリエイティブメディア㈱ 

JVC AMERICA, INC. 

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務

用オーディオ機器、業務用

ビデオ機器、業務用プロジ

ェクター 

（生産会社） 

当社 

JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 

（販売会社） 

当社 

ビクターアークス㈱ 

JVC Americas Corp. 

JVC PROFESSIONAL EUROPE LIMITED 

電子デバイス事業 光ピックアップ （生産会社） 

当社 

JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) CO.,LTD. 

（販売会社） 

当社 

JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) CO.,LTD. 

その他事業 記録メディア 

インテリア家具他 

（生産会社） 

当社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

ビクターインテリア㈱ 

（販売会社） 

当社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

ビクターインテリア㈱ 

【訂正前】
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事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

顧           客 

製品等の供給 

部品等の供給 

（サービス会社） 

（生産会社及び企画・制作会社他） （販売会社） 

[国内] 

連結子会社３社 

山陰ビクター販売㈱ 

沖縄ビクター販売㈱ 

ビクターアークス㈱ 

 

 

[海外] 

連結子会社34社 

JVC Americas Corp. 

JVC CANADA INC. 

JVC (U.K.) LIMITED 

JVC FRANCE S.A.S. 

JVC Deutschland GmbH 

JVC ASIA Pte. Ltd. 

傑偉世(中国)投資有限公司 

他27社 

非連結子会社３社 

傑偉世貿易(上海)有限公司 

他２社 

民
生
用
機
器

産
業
用
機
器

電
子
デ
バ
イ
ス 

エ
ン
タ
テ
イ
ン
メ
ン
ト 

そ
の
他 

日 
 

本 
 

ビ 
 

ク 
 

タ 
 

ー 
 

㈱ 

[国内] 
連結子会社１社 
ビクター伊勢崎電子㈱ 

 
[海外] 
連結子会社11社 
JVC Manufacturing Malaysia Sdn.Bhd. 
JVC INDUSTRIAL AMERICA, INC. 
JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 
P.T.JVC ELECTRONICS INDONESIA 
北京JVC電子産業有限公司 

他６社 

[海外] 
連結子会社２社 
JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) 
CO.,LTD. 

他１社 

[国内] 
連結子会社５社 
ビクターエンタテインメント㈱ 
㈱テイチクエンタテインメント 
ビクタークリエイティブメディア㈱ 

他２社 
非連結子会社５社 
ビクター音楽芸能㈱ 

他４社 
関連会社４社 
㈱ドゥ・ドリーム 

他３社 
[海外] 
連結子会社２社 
JVC AMERICA,INC. 

他１社 

[国内] 
連結子会社２社 
ビクターインテリア㈱ 

他１社 

[国内] 
連結子会社１社 
ビクターサービス 

エンジニアリング㈱ 
[海外] 
非連結子会社１社 
JVC TECHNOLOGY 

CENTRE EUROPE GmbH 

（その他会社） 

[国内] 
連結子会社５社 
ビクターファイナンス㈱ 

他４社 
非連結子会社５社 
㈱ビデオテック 
ビクター興産㈱ 

他３社 
関連会社１社 
J&Kテクノロジーズ㈱ 

[海外] 
連結子会社３社 
JVC LOGISTICS EUROPE N.V. 

他２社 
非連結子会社２社 
JVC PURCHASING  

CENTER (HK),LTD. 
他１社 

関連会社２社 
JVC通広北京技術中心 

他１社 

【訂正前】
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３．経 営 方 針 
 

当社と株式会社ケンウッド（以下「両社」）は、平成 20 年 10 月１日付で、株式移転の方法により共同

持株会社であるＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社（以下「ＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤ」）

を設立し、経営統合を実施いたしました。これにともない、ＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤは、同日付で、東

京証券取引所市場第一部に上場し、非上場の事業会社となった両社の株式を 100％保有する完全親会社と

なりました。 

また、両社最大の共通事業であり、この経営統合でもっとも大きなシナジー効果が見込めるカーエレク

トロニクス事業でのシナジーの早期最大化をはかるため、同日付で、会社分割（簡易吸収分割）により両

社のカーエレクトロニクス事業に関する権利義務の一部および両社子会社株式等の管理事業に関する権利

義務の一部を、両社の合弁会社「Ｊ＆Ｋテクノロジーズ株式会社」（以下「Ｊ＆Ｋテクノロジーズ」）に

継承させました。これにより、Ｊ＆Ｋテクノロジーズの業容は共同技術開発から全面的な開発・設計・調

達・生産へと拡大し、両社のカーエレクトロニクス事業関連の開発・生産子会社６社はＪ＆Ｋテクノロジ

ーズの子会社となりました。 

以上によりＪＶＣ・ケンウッドグループは、共同持株会社であるＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤと、両社に

Ｊ＆Ｋテクノロジーズを加えた３つの事業会社からなるグループ構造となり、新たなスタートを切りまし

た。今後は、これまで両社が築いてきた企業基盤を、デジタル時代を勝ち残ることができる新しい企業存

続基盤へと進化させ、競争力・収益力の強化をはかるとともに、経営統合によるシナジー効果を加えて、

企業価値を拡大・創造し、世界をリードする専業メーカーとしての地位確立をめざしてまいります。 

詳細は平成 20 年 10 月１日付けの「ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社の設立に関するお

知らせ」をご覧下さい。 

 

【訂正前】



 

 

 - 8 -

 

４．中 間 連 結 財 務 諸 表 

（１）中間連結貸借対照表 

資 産 の 部 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 
当中間連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

流 動 資 産  297,061   203,161   △93,899   220,890  

現 金 及 び 預 金  83,353   32,358   △50,994   43,434  

受取手形及び売掛金  103,649   79,957   △23,691   82,404  

た な 卸 資 産  94,388   72,303   △22,085   78,467  

そ の 他  19,313   21,317   2,004   19,524  

貸 倒 引 当 金  △3,645   △2,776   868   △2,939  

固 定 資 産  107,420   98,030   △9,390   93,331  

有 形 固 定 資 産  87,290   64,796   △22,493   64,307  

無 形 固 定 資 産  4,166   6,543   2,376   3,980  

投資その他の資産  15,964   26,690   10,725   25,043  

繰 延 資 産  884   664   △220   781  

資 産 合 計  405,366   301,856   △103,510   315,003  

【訂正前】
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負 債 の 部 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

流 動 負 債  221,491   167,138   △54,353   151,460  

支払手形及び買掛金  59,074   43,227   △15,847   48,910  

短 期 借 入 金  68,694   32,236   △36,457   27,125  

一年内償還予定社債  960   20,960   20,000   960  

未 払 費 用  71,128   51,184   △19,943   56,385  

未 払 法 人 税 等  1,679   1,631   △48   1,859  

製 品 保 証 引 当 金  4,891   3,586   △1,304   4,236  

返 品 調 整 引 当 金  1,682   1,575   △106   1,554  

そ の 他  13,381   12,735   △645   10,428  

固 定 負 債  55,017   28,437   △26,579   49,416  

社 債  42,040   21,080   △20,960   41,560  

長 期 借 入 金  4,320   －   △4,320   －  

退 職 給 付 引 当 金  4,835   4,451   △384   5,506  

役員退職慰労引当金  224   165   △58   269  

そ の 他  3,597   2,740   △856   2,080  

負 債 合 計  276,509   195,575   △80,933   200,876  

純 資 産 の 部 

 百万円 百万円 百万円  百万円 

株 主 資 本  131,327   117,471   △13,856   125,853  

資 本 金  51,615   51,615   －   51,615  

資 本 剰 余 金  84,716   84,716   －   84,716  

利 益 剰 余 金  △4,777   △18,860   △14,083   △10,249  

自 己 株 式  △226   －   226   △228  

評価・換算差額等  △4,905   △13,213   △8,308   △14,107  

その他有価証券評価差額金  2,410   177   △2,232   424  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  362   1,395   1,033   89  

為替換算調整勘定  △7,678   △14,786   △7,108   △14,621  

少数株主持分  2,434   2,022   △412   2,380  

純 資 産 合 計  128,857   106,280   △22,577   114,126  

負債及び純資産合計  405,366   301,856   △103,510   315,003  

【訂正前】
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（２）中間連結損益計算書  

科 目 
前中間連結会計期間 

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

売 上 高  330,167   270,147   △60,020   658,449  

売 上 原 価  220,234   174,818   △45,416   436,524  

売 上 総 利 益  109,932   95,329   △14,603   221,924  

販売費及び一般管理費  115,313   94,019   △21,293   218,662  

営 業 利 益  △5,380   1,309   6,690   3,262  

営 業 外 収 益  1,278   1,166   △111   2,405  

営 業 外 費 用  6,441   5,167   △1,273   13,619  

経 常 利 益  △10,543   △2,691   7,851   △7,951  

特 別 利 益  4,009   7,164   3,155   15,612  

特 別 損 失  22,756   11,011   △11,744   39,742  

税金等調整前中間(当期)純利益  △29,290   △6,538   22,752   △32,082  

法人税、住民税及び事業税  1,449   1,679   230   3,803  

法 人 税 等 調 整 額  11,470   232   △11,237   11,674  

少数株主利益又は損失(△)  △159   △355   △196   △38  

中間 (当期)純利益  △42,051   △8,095   33,955   △47,521  

【訂正前】
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

 

 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 34,115 67,216 37,273 △219 138,386 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 17,500 17,500   35,000 

中間純利益   △42,051  △42,051 

自己株式の取得    △7 △7 

自己株式の処分   △0 1 1 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

     

中間連結会計期間中の変動額合計 17,500 17,500 △42,051 △6 △7,058 

平成19年９月30日残高 51,615 84,716 △4,777 △226 131,327 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 2,655 766 △10,967 △7,545 2,946 133,786 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      35,000 

中間純利益      △42,051 

自己株式の取得      △7 

自己株式の処分      1 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

△244 △403 3,288 2,640 △511 2,129 

中間連結会計期間中の変動額合計 △244 △403 3,288 2,640 △511 △4,928 

平成19年９月30日残高 2,410 362 △7,678 △4,905 2,434 128,857 

 

 

 

【訂正前】
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 当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成20年３月31日残高 51,615 84,716 △10,249 △228 125,853 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純利益   △8,095  △8,095 

自己株式の取得    △3 △3 

自己株式の処分   △3 5 1 

自己株式の消却   △226 226 － 

連結範囲の変更に伴う増加高   25  25 

その他   △310  △310 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額)      

中間連結会計期間中の変動額合計 － － △8,611 228 △8,382 

平成20年９月30日残高 51,615 84,716 △18,860 － 117,471 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成20年３月31日残高 424 89 △14,621 △14,107 2,380 114,126 

中間連結会計期間中の変動額       

中間純利益      △8,095 

自己株式の取得      △3 

自己株式の処分      1 

自己株式の消却      － 

連結範囲の変更に伴う増加高      25 

その他      △310 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

△246 1,306 △165 894 △357 536 

中間連結会計期間中の変動額合計 △246 1,306 △165 894 △357 △7,846 

平成20年９月30日残高 177 1,395 △14,786 △13,213 2,022 106,280 

 

 

【訂正前】
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 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 34,115 67,216 37,273 △219 138,386 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 17,500 17,500   35,000 

当期純利益   △47,521  △47,521 

自己株式の取得    △11 △11 

自己株式の処分   △1 2 1 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 17,500 17,500 △47,523 △9 △12,532 

平成20年３月31日残高 51,615 84,716 △10,249 △228 125,853 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 2,655 766 △10,967 △7,545 2,946 133,786 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行      35,000 

当期純利益      △47,521 

自己株式の取得      △11 

自己株式の処分      1 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) △2,231 △676 △3,654 △6,561 △565 △7,126 

連結会計年度中の変動額合計 △2,231 △676 △3,654 △6,561 △565 △19,659 

平成20年３月31日残高 424 89 △14,621 △14,107 2,380 114,126 

【訂正前】
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

科  目 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 19 年９月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成20年４月 １日 

至 平成 20年９月30日 

増 減 

前連結会計年度の要約 

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

自 平成 19 年４月１日 

至 平成 20 年３月 31 日 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円 百万円 
 1.税金等調整前中間(当期)純利益  △29,290   △6,538   22,752  △32,082  

 2.減価償却費  11,492   7,429   △4,062  22,949  

 3.退職給付引当金の増減額（△は減少）  △2,970   △863   2,107  △2,159  

 4.貸倒引当金の増減額（△は減少）  92   △95   △187  △493  

 5.受取利息及び受取配当金  △981   △534   446  △1,829  

 6.支払利息  2,548   1,485   △1,062  4,634  

7.投資有価証券売却益  △656   △27   629  △4,233  

8.有形固定資産売却益  △3,352   △5,664   △2,311  △11,202  

9.固定資産減損損失  1,320   1,115   △205  8,715  

10.売上債権の増減額（△は増加）  451   740   288  8,879  

11.たな卸資産の増減額（△は増加）  9,969   5,404   △4,564  16,923  

12.仕入債務の増減額（△は減少）  △9,659   △5,016   4,643  △8,758  

13.未払費用増減額（△は減少）  9,272   △4,848   △14,121  △2,456  

14.その他  5,509   △1,924   △7,434  14,116  

  小 計  △6,254   △9,336   △3,082  13,000  

15.利息及び配当金の受取額  981   534   △446  1,829  

16.利息の支払額  △2,455   △1,528   926  △4,512  

17.雇用構造改革退職加算金支払額  －   －   －  △14,863  

18.法人税等の支払額  △2,597   △1,898   698  △4,677  

    営業活動によるキャッシュ・フロー  △10,326   △12,229   △1,903  △9,222  

             
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー             

 1.有形固定資産の取得による支出  △9,607   △8,230   1,376   △19,374  

 2.有形固定資産の売却による収入  5,838   8,060   2,222   14,899  

 3.投資有価証券の取得による支出  △1   △20   △19   △21  

 4.投資有価証券の売却による収入  687   51   △635   4,436  

5.連結子会社株式の追加取得による支出  △505   －   505   △505  

6.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 

売却による収入 
 －   28   28   293  

 7.その他  △1,741   △3,142   △1,401   4,152  

    投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,328   △3,252   2,076   3,880  

             
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー             

 1.短期借入金の純増減額（△は減少）  △15,292   6,506   21,798   △49,635  

 2.長期借入金の返済による支出  △2,375   △82   2,293   △11,364  

 3.社債の発行による収入  22,317   －   △22,317   22,317  

 4.社債の償還による支出  △10,000   △480   9,520   △10,480  

 5.株式貸借取引契約による収入  △245   △186   58   △2,860  

 6.株式の発行による収入   34,813   －   △34,813   34,813  

 7.少数株主への配当金の支払額  △18   －   18   △18  

8.ファイナンス・リ－ス債務の返済  △532   △1,387   △854   △1,217  

9.その他  △7   1   9   75  

    財務活動によるキャッシュ・フロー  28,659   4,372   △24,287   △18,369  

             
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  326   8   △317   △2,875  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  13,331   △11,101   △24,432   △26,587  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  70,022   43,434   △26,587   70,022  

Ⅶ 新規連結子会社による現金及び現金同等物の影響額  －   25   25   －  

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  83,353   32,358   △50,994   43,434  

     

【訂正前】
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社 69 社  （前期末 68 社） 

主要会社名 ビクターエンタテインメント㈱ 

ビクターサービスエンジニアリング㈱ 他 国内会社 17 社 

JVC Americas Corp.、JVC Europe Limited 他 在外会社 52 社 

２． 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社 1 社  （前期末 １社） 

主要会社名 J&K テクノロジーズ㈱ 

 

３．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結子会社 

（新規） ２社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

LLC JVC CIS 

（除外） １社 

光元股份有限公司 

持分法適用会社 

（新規） －社 

（除外） －社 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)たな卸資産の評価基準および評価方法 

 主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(2)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

なお、上記以外は、最近の半期報告書（平成 19 年 12 月 26 日提出）における記載から重要な変更がないため開

示を省略いたします。 

 

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日）を当中間連結会計期間から

適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「たな卸資産評価損」

として特別損失に 2,519 百万円計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益がそれぞれ 508 百万円増加、経常損失が

508 百万円減少し、税金等調整前中間純損失は、2,041 百万円増加しております。 

(2)リース取引に関する会計基準の適用 

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平

成 19 年３月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成

６年１月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））を当中間連結会計期間から

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理か

ら、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。これによる損益及び、キャッシュ・フローへの影響は軽微であります。 

(3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月 17 日）を当中間連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

この結果、期首の利益剰余金を 310 百万円減額しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。 

【訂正前】
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（７）事業の種類別セグメント情報 

       

前中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 240,365 34,238 31,270 16,268 8,023 330,167 － 330,167 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

6,438 86 1,274 1,732 4,337 13,869 (13,869) － 

 計 246,804 34,325 32,544 18,001 12,361 344,037 (13,869) 330,167 

Ⅱ． 営 業 費 用 247,756 35,231 33,101 19,642 13,083 348,815 (13,267) 335,548 

 営 業 利 益 △951 △906 △557 △1,640 △721 △4,778 (602) △5,380 

 

当中間連結会計期間 
自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 

198,619 31,777 29,681 3,554 6,514 270,147 － 270,147 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

5,925 360 436 634 1,695 9,051 (9,051) － 

 計 204,545 32,137 30,117 4,188 8,209 279,198 (9,051) 270,147 

Ⅱ． 営 業 費 用 201,876 32,339 30,521 4,358 8,212 277,307 (8,470) 268,837 

 営 業 利 益 2,668 △201 △403 △170 △2 1,890 (581) 1,309 

 

前連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 

469,500 71,125 65,205 36,455 16,161 658,449 － 658,449 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

12,916 146 2,401 3,371 8,421 27,256 (27,256) － 

 計 482,417 71,272 67,606 39,827 24,582 685,705 (27,256) 658,449 

Ⅱ． 営 業 費 用 478,254 70,783 65,256 41,779 25,285 681,359 (26,172) 655,186 

 営 業 利 益 4,162 488 2,350 △1,952 △702 4,346 (1,084) 3,262 

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

事 業 区 分 主 要 製 品 

民 生 用 機 器 事 業 
液晶テレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビデオカメラ、
ビデオデッキ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ他
オーディオ関連機器、カーＡＶシステム、ＡＶアクセサリー 

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト 

産 業 用 機 器 事 業 
業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロ
ジェクター 

電 子 デ バ イ ス 事 業 光ピックアップ 

そ の 他 事 業 記録メディア、インテリア家具他 

【訂正前】
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３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額はそれぞれ、561 百万円、624 百万円、及び 1,113 百万円であり、その主

なものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

 

【訂正前】
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【ご参考】 

平成 21 年３月期 中間決算短信 

平成 20 年 10 月 27 日 

会 社 名         日本ビクター株式会社 
Ｕ Ｒ Ｌ          http://www.jvc-victor.co.jp/  
代  表  者 （役職名）代表取締役社長  （氏名）吉田 秀俊 
問合せ先責任者 （役職名）経理部長       （氏名）石渡 仁      ＴＥＬ (045) 450 － 2837  
半期報告書提出予定日  平成 20 年 12 月 19 日      

（百万円未満切捨て） 
１．20 年９月中間期の連結業績（平成 20 年４月１日～平成 20 年９月 30 日） 
(1)連結経営成績                             （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

266,202 △19.4 
  330,150  △10.9 

△2,469   － 
△5,511   － 

△6,765   － 
△10,769   － 

△12,155  － 
△42,523  － 

20 年３月期 658,286  △11.4 2,729    － △8,708   － △46,662  － 
       

 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

  円 銭  円 銭 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

△ 33 62 
△149  44 

－ 
－ 

20 年３月期 144 43 
 

－ 
 (参考) 持分法投資損益  20年９月中間期 △143百万円 19年９月中間期  －百万円 20年３月期 △147百万円 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

296,981 
399,891 

96,833 
121,711 

31.9 
29.8 

262 20 
329 84 

20 年３月期 311,271 
 

108,695 
 

34.2 
 

294 01 
 (参考) 自己資本   20 年９月中間期 94,810 百万円 19 年９月中間期 119,276 百万円 20 年３月期 106,315 百万円 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 

 
百万円 百万円 百万円 百万円 

20 年９月中間期 
19 年９月中間期 

△14,634 
△10,432 

△3,252 
△5,328 

6,723 
28,659 

32,116 
83,247 

20 年３月期 △9,432 3,880 △18,369 43,230 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末 

期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭

20 年３月期 － － － － 0 00 

21 年３月期 － －   

21 年３月期（予想）     
0 00 

 

【訂正後】
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３．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、15 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 
 20 年９月中間期 361,598,443 株  19 年９月中間期  361,923,058 株  20 年３月期 361,923,058 株 
②期末自己株式数 
 20 年９月中間期         －株  19 年９月中間期    298,978 株  20 年３月期     314,084 株 

 
 
 
 

 

 

 

 

【訂正後】
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１．経 営 成 績 

（１） 経営成績に関する分析 

１．当期の概況 

連結業績（中間） 

        売上高   2,662 億円（前中間期 3,301 億円 19.4％減少） 

        営業利益  △24 億円（前中間期 △55 億円） 

        経常利益  △67 億円（前中間期 △107 億円） 

        中間純利益 △121 億円（前中間期 △425 億円） 

                    （億円未満切り捨て） 

当中間期における日本ビクター株式会社（以下「当社」という。）グループの連結業績は、売上高につきま

しては前中間期比で減収となりました。損益につきましては、構造改革の効果等により、赤字幅は前中間期よ

り圧縮したものの、営業利益、経常利益、中間純利益ともに損失となりました。 

 

２．連結業績 

＊売上高 

当中間期の連結売上高は、国内においては産業用機器部門が伸長しましたが、民生用機器部門での液晶

テレビの絞り込みやエンタテインメント部門の不振等により、768 億円（前中間期比 180 億円・19.0％減）

となりました。海外においては、民生用機器部門が全体的に振るわず、また電子デバイス部門での事業譲

渡の影響もあり 1,893 億円（前中間期比 458 億円・19.5％減）となりました。その結果、全体の売上高は

2,662 億円（前年同期比 639 億円・19.4％減）となりました。 

部門別に見ますと、民生用機器部門の国内は、カムコーダーはハイビジョンタイプの新商品が好評で前

年より伸長いたしましたが、液晶テレビの絞り込みを行った影響が大きく、前中間期を下回ることとなり

ました。海外は、現地通貨ベースで、米州は i-Ｐod 対応テレビの市場導入によって液晶テレビが伸長した

ほか、カムコーダーやヘッドホン等のＡＶアクセサリーも好調でしたが、Ｄ－ＩＬＡリアプロジェクショ

ンテレビ減少の影響が大きく、全体では前年実績を下回りました。欧州では液晶テレビのスリムモデルを

市場導入したディスプレイが堅調でしたが、カムコーダーやカーＡＶシステムなどが振るいませんでした。

アジアでもディスプレイが伸長いたしましたが、その他の商品は全体的に低調でした。その結果、当部門

の全体売上高は 1,946 億円（前中間期比 456 億円・19.0％減）となりました。                                                                                                                                                           

エンタテインメント部門は、サザンオールスターズやＳＭＡＰの新譜発売やアニメ・演歌部門でのヒッ

ト作品がありましたが、旧譜の不振が響き、当部門の全体売上高は 317 億円（前中間期比 24 億円・7.2％

減）となりました。 

産業用機器部門は、国内は監視用カメラ等のセキュリティ商品やカードプリンタが伸長しましたが、業

務用ディスプレイが落ち込み前年実績を下回りました。海外でもカードプリンタが伸長したものの、ＨＤ

Ｖカメラレコーダーが苦戦し、前年実績を下回りました。その結果、当部門の全体売上高は 296 億円（前

中間期比 15 億円・5.1％減）となりました。 

電子デバイス部門は、モータ・サーキット事業の譲渡により全体売上高は大きく減少し、35 億円（前中

間期比 127 億円・78.2％減）となりました。 

その他部門の主なものは記録メディアやインテリアであり、合計の売上高は、65 億円（前中間期比 15

億円・18.8％減）となりました。 

 

＊営業利益 

営業利益につきましては、昨年７月に発表した「アクションプラン 2007」の実施効果、また購買コスト

ダウンなどの原価改善もあり、損失の圧縮を図ったものの、液晶テレビ関連の販売促進費等の増加、およ

び事業構造改革の影響を含む全体的な売上減少の影響により、営業利益は 24 億円（前中間期比 30 億円の

改善）の損失となりました。 

 

＊経常利益 

経常利益は、営業外損益が 42 億円の損失となりました結果、67 億円の損失（前中間期比 40 億円の改善）

となりました。 

 

 

【訂正後】
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＊中間純利益 

中間純利益につきましては、不動産売却等の特別利益はあったものの、第１四半期に「棚卸資産の評価

に関する会計基準」の適用により期首在庫に含まれる変更差額をたな卸資産評価損として計上したことや、

国内ディスプレイ事業縮小等の構造改革に伴う特別損失の発生により、121 億円の損失（前中間期比 303

億円の改善）となりました。 

 

（２） 財政状態に関する分析 

１．資産、負債および純資産に関する分析 

当中間期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務・未払費用

の減少および当中間純損失による資金支出が、売上債権・たな卸資産の減少、有形固定資産の売却および銀行

借入による資金収入を上回り、前期末に比べ 111 億円減少し、321 億円となりました。 

 

２．キャッシュ・フローに関する分析 

＊営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果使用した資金は 146 億円となりました。これは主に仕入債務・未払費用の減少および当

中間純損失等による支出が売上債権・たな卸資産の減少および減価償却費を上回ったことによるものです。 

＊投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は 32 億円になりました。これは主に設備投資等の有形固定資産の取得が有

形固定資産の売却による収入を上回ったことによるものです。 

＊財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は 67 億円となりました。これは主に短期借入金の増加によるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 18 年 3 月期 平成 19年 3 月期 平成 20年 3 月期 平成 20 年 9 月中間期 

自己資本比率（％） 30.1    29.9 34.2 31.9 

時価ベースの自己資本比率 39.0    37.6 27.3     - 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.3    10.4     -     - 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.8     2.9     -     - 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（平成 20 年９月期は上場を廃止したためありません） 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を使用しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象とし

ております。 

※利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

※平成 20 年３月期および平成 20 年９月中間期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレス

ト・カバレッジ・レシオにつきましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載をしておりま

せん。 

 

（３） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社では、収益状況に対応した配当を基本とし、今後に予想される業界内の競争の激化や、環境の変化に耐

え得る企業体質の強化と、将来の事業展開のための内部留保の充実等を勘案して決定する方針をとっておりま

す。 

平成 20 年９月期の中間配当につきましては、誠に遺憾ながら見送らせていただきます。 

 

（４） 事業等のリスク 

事業等のリスクにつきましては、最近の有価証券報告書（平成 20 年６月 27 日提出）における記載から重

要な変更がないため開示を省略いたします。 

【訂正後】
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 当社グループは、当社及び関係会社92社より構成され、音響・映像機器、情報・通信機器、音・映像・デー

タ等記録再生媒体及び記録済み媒体の制作、製造並びに販売を主な事業内容としております。 

 その製品の範囲は、民生用機器、エンタテインメント、産業用機器、電子デバイス等の各分野にわたってお

り、国内外のグループ各社が相互協力のもとに緊密に連携し、製造、販売、サービスの活動を展開しておりま

す。 

 事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は次のとお

りであります。 

 

区    分 主要製品 主要関係会社名 

民生用機器事業 液晶テレビ、ブラウン管テ

レビ、プロジェクター、デ

ジタルビデオカメラ、ビデ

オデッキ、ＤＶＤプレーヤ

ー／レコーダー、ＭＤ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤコンポ他オーデ

ィオ関連機器、カーＡＶシ

ステム、ＡＶアクセサリー 

（生産会社） 

当社 

JVC Manufacturing Malaysia Sdn. Bhd. 

P.T.JVC ELECTRONICS INDONESIA  
JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 

北京 JVC 電子産業有限公司 

（販売会社） 

当社 

山陰ビクター販売㈱ 

JVC Americas Corp. 

JVC Europe Limited 

JVC ASIA Pte. Ltd. 

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映

像ソフト 

（生産会社） 

ビクタークリエイティブメディア㈱ 

JVC AMERICA, INC. 

（販売会社） 

ビクターエンタテインメント㈱ 

㈱テイチクエンタテインメント 

ビクタークリエイティブメディア㈱ 

JVC AMERICA, INC. 

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務

用オーディオ機器、業務用

ビデオ機器、業務用プロジ

ェクター 

（生産会社） 

当社 

JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 

（販売会社） 

当社 

ビクターアークス㈱ 

JVC Americas Corp. 

JVC PROFESSIONAL EUROPE LIMITED 

電子デバイス事業 光ピックアップ （生産会社） 

当社 

JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) CO.,LTD. 

（販売会社） 

当社 

JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) CO.,LTD. 

その他事業 記録メディア 

インテリア家具他 

（生産会社） 

当社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

ビクターインテリア㈱ 

（販売会社） 

当社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

ビクターインテリア㈱ 

【訂正後】
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事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

顧           客 

製品等の供給 

部品等の供給 

（サービス会社） 

（生産会社及び企画・制作会社他） （販売会社） 

[国内] 

連結子会社３社 

山陰ビクター販売㈱ 

沖縄ビクター販売㈱ 

ビクターアークス㈱ 

 

 

[海外] 

連結子会社34社 

JVC Americas Corp. 

JVC CANADA INC. 

JVC (U.K.) LIMITED 

JVC FRANCE S.A.S. 

JVC Deutschland GmbH 

JVC ASIA Pte. Ltd. 

傑偉世(中国)投資有限公司 

他27社 

非連結子会社３社 

傑偉世貿易(上海)有限公司 

他２社 

民
生
用
機
器

産
業
用
機
器

電
子
デ
バ
イ
ス 

エ
ン
タ
テ
イ
ン
メ
ン
ト 

そ
の
他 

日 
 

本 
 

ビ 
 

ク 
 

タ 
 

ー 
 

㈱ 

[国内] 
連結子会社１社 
ビクター伊勢崎電子㈱ 

 
[海外] 
連結子会社11社 
JVC Manufacturing Malaysia Sdn.Bhd. 
JVC INDUSTRIAL AMERICA, INC. 
JVC Manufacturing (THAILAND) Co.,Ltd. 
P.T.JVC ELECTRONICS INDONESIA 
北京JVC電子産業有限公司 

他６社 

[海外] 
連結子会社２社 
JVC OPTICAL COMPONENTS (THAILAND) 
CO.,LTD. 

他１社 

[国内] 
連結子会社５社 
ビクターエンタテインメント㈱ 
㈱テイチクエンタテインメント 
ビクタークリエイティブメディア㈱ 

他２社 
非連結子会社５社 
ビクター音楽芸能㈱ 

他４社 
関連会社４社 
㈱ドゥ・ドリーム 

他３社 
[海外] 
連結子会社２社 
JVC AMERICA,INC. 

他１社 

[国内] 
連結子会社２社 
ビクターインテリア㈱ 

他１社 

[国内] 
連結子会社１社 
ビクターサービス 

エンジニアリング㈱ 
[海外] 
非連結子会社１社 
JVC TECHNOLOGY 

CENTRE EUROPE GmbH 

（その他会社） 

[国内] 
連結子会社５社 
ビクターファイナンス㈱ 

他４社 
非連結子会社５社 
㈱ビデオテック 
ビクター興産㈱ 

他３社 
関連会社１社 
J&Kテクノロジーズ㈱ 

[海外] 
連結子会社３社 
JVC LOGISTICS EUROPE N.V. 

他２社 
非連結子会社２社 
JVC PURCHASING  

CENTER (HK),LTD. 
他１社 

関連会社２社 
JVC通広北京技術中心 

他１社 

【訂正後】
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３．経 営 方 針 
 

当社と株式会社ケンウッド（以下「両社」）は、平成 20 年 10 月１日付で、株式移転の方法により共同

持株会社であるＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社（以下「ＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤ」）

を設立し、経営統合を実施いたしました。これにともない、ＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤは、同日付で、東

京証券取引所市場第一部に上場し、非上場の事業会社となった両社の株式を 100％保有する完全親会社と

なりました。 

また、両社最大の共通事業であり、この経営統合でもっとも大きなシナジー効果が見込めるカーエレク

トロニクス事業でのシナジーの早期最大化をはかるため、同日付で、会社分割（簡易吸収分割）により両

社のカーエレクトロニクス事業に関する権利義務の一部および両社子会社株式等の管理事業に関する権利

義務の一部を、両社の合弁会社「Ｊ＆Ｋテクノロジーズ株式会社」（以下「Ｊ＆Ｋテクノロジーズ」）に

継承させました。これにより、Ｊ＆Ｋテクノロジーズの業容は共同技術開発から全面的な開発・設計・調

達・生産へと拡大し、両社のカーエレクトロニクス事業関連の開発・生産子会社６社はＪ＆Ｋテクノロジ

ーズの子会社となりました。 

以上によりＪＶＣ・ケンウッドグループは、共同持株会社であるＪＶＣ・ケンウッド・ＨＤと、両社に

Ｊ＆Ｋテクノロジーズを加えた３つの事業会社からなるグループ構造となり、新たなスタートを切りまし

た。今後は、これまで両社が築いてきた企業基盤を、デジタル時代を勝ち残ることができる新しい企業存

続基盤へと進化させ、競争力・収益力の強化をはかるとともに、経営統合によるシナジー効果を加えて、

企業価値を拡大・創造し、世界をリードする専業メーカーとしての地位確立をめざしてまいります。 

詳細は平成 20 年 10 月１日付けの「ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社の設立に関するお

知らせ」をご覧下さい。 

 

【訂正後】
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４．中 間 連 結 財 務 諸 表 

（１）中間連結貸借対照表 

資 産 の 部 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 
当中間連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

流 動 資 産  294,344   198,083   △96,261   217,273  

現 金 及 び 預 金  83,247   32,116   △51,130   43,230  

受取手形及び売掛金  102,199   74,555   △27,644   80,338  

た な 卸 資 産  93,673   73,739   △19,933   77,638  

そ の 他  19,123   20,769   1,646   19,329  

貸 倒 引 当 金  △3,899   △3,097   801   △3,263  

固 定 資 産  104,661   98,233   △6,427   93,216  

有 形 固 定 資 産  85,021   64,983   △20,037   64,192  

無 形 固 定 資 産  4,160   6,543   2,383   3,980  

投資その他の資産  15,480   26,707   11,226   25,043  

繰 延 資 産  884   664   △220   781  

資 産 合 計  399,891   296,981   △102,909   311,271  

【訂正後】
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負 債 の 部 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

流 動 負 債  223,162   171,051   △52,110   153,159  

支払手形及び買掛金  59,074   43,227   △15,847   48,910  

短 期 借 入 金  68,694   34,418   △34,275   27,125  

一年内償還予定社債  960   20,960   20,000   960  

未 払 費 用  72,798   53,083   △19,715   58,084  

未 払 法 人 税 等  1,679   1,631   △48   1,859  

製 品 保 証 引 当 金  4,891   3,586   △1,304   4,236  

返 品 調 整 引 当 金  1,682   1,575   △106   1,554  

そ の 他  13,381   12,569   △812   10,428  

固 定 負 債  55,017   29,096   △25,921   49,416  

社 債  42,040   21,080   △20,960   41,560  

長 期 借 入 金  4,320   －   △4,320   －  

退 職 給 付 引 当 金  4,835   4,882   46   5,506  

役員退職慰労引当金  224   165   △58   269  

そ の 他  3,597   2,967   △629   2,080  

負 債 合 計  278,179   200,147   △78,031   202,576  

純 資 産 の 部 

 百万円 百万円 百万円  百万円 

株 主 資 本  124,398   107,355   △17,043   120,255  

資 本 金  51,615   51,615   －   51,615  

資 本 剰 余 金  84,716   84,716   －   84,716  

利 益 剰 余 金  △11,707   △28,976   △17,269   △15,847  

自 己 株 式  △226   －   226   △228  

評価・換算差額等  △5,121   △12,544   △7,422   △13,940  

その他有価証券評価差額金  2,410   177   △2,232   424  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  362   1,395   1,033   89  

為替換算調整勘定  △7,895   △14,117   △6,222   △14,454  

少数株主持分  2,434   2,022   △412   2,380  

純 資 産 合 計  121,711   96,833   △24,878   108,695  

負債及び純資産合計  399,891   296,981   △102,909   311,271  

【訂正後】
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（２）中間連結損益計算書  

科 目 
前中間連結会計期間 

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日 
増 減 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

売 上 高  330,150   266,202   △63,947   658,286  

売 上 原 価  220,341   172,626   △47,715   435,972  

売 上 総 利 益  109,808   93,575   △16,232   222,313  

販売費及び一般管理費  115,320   96,044   △19,275   219,583  

営業利益又は営業損失（△）  △5,511   △2,469   3,042   2,729  

営 業 外 収 益  1,278   1,061   △216   2,391  

営 業 外 費 用  6,535   5,358   △1,177   13,829  

経常損失（△）  △10,769   △6,765   4,003   △8,708  

特 別 利 益  4,100   7,164   3,064   15,539  

特 別 損 失  23,094   10,998   △12,095   38,586  

税金等調整前中間(当期)純損失（△）  △29,762   △10,599   19,163   △31,755  

法人税、住民税及び事業税  1,449   1,679   230   3,803  

法人税等調整額  11,470   232   △11,237   11,141  

少数株主損失(△)  △159   △355   △196   △38  

中間(当期)純損失（△）  △42,523   △12,155   30,367   △46,662  

【訂正後】
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

 

 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 34,115 67,216 30,816 △219 131,928 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 17,500 17,500   35,000 

中間純損失（△）   △42,523  △42,523 

自己株式の取得    △7 △7 

自己株式の処分   △0 1 0 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

     

中間連結会計期間中の変動額合計 17,500 17,500 △42,523 △6 △7,530 

平成19年９月30日残高 51,615 84,716 △11,707 △226 124,398 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 2,655 766 △11,073 △7,652 2,946 127,222 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      35,000 

中間純損失（△）      △42,523 

自己株式の取得      △7 

自己株式の処分      0 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

△244 △403 3,178 2,530 △511 2,019 

中間連結会計期間中の変動額合計 △244 △403 3,178 2,530 △511 △5,510 

平成19年９月30日残高 2,410 362 △7,895 △5,121 2,434 121,711 

 

 

 

【訂正後】
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 当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成20年３月31日残高 51,615 84,716 △15,847 △228 120,255 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失（△）   △12,155  △12,155 

自己株式の取得    △3 △3 

自己株式の処分   △3 5 1 

自己株式の消却   △226 226 － 

連結範囲の変更に伴う増加高   25  25 

その他   △768  △768 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額)      

中間連結会計期間中の変動額合計 － － △12,361 228 △12,132 

平成20年９月30日残高 51,615 84,716 △28,976 － 107,355 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成20年３月31日残高 424 89 △14,454 △13,940 2,380 108,695 

中間連結会計期間中の変動額       

中間純損失（△）      △12,155 

自己株式の取得      △3 

自己株式の処分      1 

自己株式の消却      － 

連結範囲の変更に伴う増加高      25 

その他      △768 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額) 

△246 1,306 336 1,396 △357 △1,038 

中間連結会計期間中の変動額合計 △246 1,306 336 1,396 △357 △11,093 

平成20年９月30日残高 177 1,395 △14,117 △12,544 2,022 96,833 

 

 

【訂正後】
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 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 34,115 67,216 30,816 △219 131,928 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 17,500 17,500   35,000 

当期純損失（△）   △46,662  △46,662 

自己株式の取得    △11 △11 

自己株式の処分   △1 2 1 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 17,500 17,500 △46,663 △9 △11,672 

平成20年３月31日残高 51,615 84,716 △15,847 △228 120,255 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成19年３月31日残高 2,655 766 △11,073 △7,652 2,946 127,222 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行      35,000 

当期純損失（△）      △46,662 

自己株式の取得      △11 

自己株式の処分      1 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) △2,231 △676 △3,381 △6,288 △565 △6,853 

連結会計年度中の変動額合計 △2,231 △676 △3,381 △6,288 △565 △18,526 

平成20年３月31日残高 424 89 △14,454 △13,940 2,380 108,695 

【訂正後】
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

科  目 

前中間連結会計期間 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 19 年９月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成20年４月 １日 

至 平成 20年９月30日 

増 減 

前連結会計年度の要約 

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

自 平成 19 年４月１日 

至 平成 20 年３月 31 日 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円 百万円 
 1.税金等調整前中間(当期)純損失（△）  △29,762   △10,599   19,163  △31,755  

 2.減価償却費  10,966   7,471   △3,495  21,968  

 3.退職給付引当金の増減額（△は減少）  △2,970   △390   2,579  △2,159  

 4.貸倒引当金の増減額（△は減少）  212   △87   △300  △295  

 5.受取利息及び受取配当金  △981   △465   515  △1,815  

 6.支払利息  2,548   1,485   △1,062  4,634  

7.投資有価証券売却益  △656   △9   647  △4,233  

8.有形固定資産売却益  △3,443   △5,284   △1,841  △11,202  

9.固定資産減損損失  1,657   1,115   △542  7,548  

10.売上債権の増減額（△は増加）  333   4,697   4,364  9,430  

11.たな卸資産の増減額（△は増加）  10,358   2,944   △7,414  17,439  

12.仕入債務の増減額（△は減少）  △9,659   △5,016   4,643  △8,758  

13.未払費用増減額（△は減少）  9,433   △4,620   △14,053  △2,515  

14.その他  5,604   △2,980   △8,585  14,506  

  小 計  △6,360   △11,741   △5,381  12,790  

15.利息及び配当金の受取額  981   534   △446  1,829  

16.利息の支払額  △2,455   △1,528   926  △4,512  

17.雇用構造改革退職加算金支払額  －   －   －  △14,863  

18.法人税等の支払額  △2,597   △1,898   698  △4,677  

    営業活動によるキャッシュ・フロー  △10,432   △14,634   △4,203  △9,432  

             
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー             

 1.有形固定資産の取得による支出  △9,607   △8,230   1,376   △19,374  

 2.有形固定資産の売却による収入  5,838   8,060   2,222   14,899  

 3.投資有価証券の取得による支出  △1   △20   △19   △21  

 4.投資有価証券の売却による収入  687   51   △635   4,436  

5.連結子会社株式の追加取得による支出  △505   －   505   △505  

6.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 

売却による収入 
 －   28   28   293  

 7.その他  △1,741   △3,142   △1,401   4,152  

    投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,328   △3,252   2,076   3,880  

             
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー             

 1.短期借入金の純増減額（△は減少）  △15,292   8,898   24,190   △49,635  

 2.長期借入金の返済による支出  △2,375   △82   2,293   △11,364  

 3.社債の発行による収入  22,317   －   △22,317   22,317  

 4.社債の償還による支出  △10,000   △480   9,520   △10,480  

 5.株式貸借取引契約による収入  △245   △186   58   △2,860  

 6.株式の発行による収入   34,813   －   △34,813   34,813  

 7.少数株主への配当金の支払額  △18   －   18   △18  

8.ファイナンス・リ－ス債務の返済  △532   △1,428   △895   △1,217  

9.その他  △7   1   9   75  

    財務活動によるキャッシュ・フロー  28,659   6,723   △21,936   △18,369  

             
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  326   25   △300   △2,870  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  13,224   △11,138   △24,363   △26,792  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  70,022   43,230   △26,792   70,022  

Ⅶ 新規連結子会社による現金及び現金同等物の影響額  －   25   25   －  

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  83,247   32,116   △51,130   43,230  

     

【訂正後】
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社 69 社  （前期末 68 社） 

主要会社名 ビクターエンタテインメント㈱ 

ビクターサービスエンジニアリング㈱ 他 国内会社 17 社 

JVC Americas Corp.、JVC Europe Limited 他 在外会社 52 社 

２． 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社 1 社  （前期末 １社） 

主要会社名 J&K テクノロジーズ㈱ 

 

３．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結子会社 

（新規） ２社 

ビクターアドバンストメディア㈱ 

LLC JVC CIS 

（除外） １社 

光元股份有限公司 

持分法適用会社 

（新規） －社 

（除外） －社 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)たな卸資産の評価基準および評価方法 

 主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(2)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

なお、上記以外は、最近の半期報告書（平成 19 年 12 月 26 日提出）における記載から重要な変更がないため開

示を省略いたします。 

 

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日）を当中間連結会計期間から

適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「たな卸資産評価損」

として特別損失に 2,519 百万円計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益は 508 百万円増加し、営業損失、経常損失がそれぞ

れ 508 百万円減少し、税金等調整前中間純損失は、2,011 百万円増加しております。 

(2)リース取引に関する会計基準の適用 

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平

成 19 年３月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成

６年１月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））を当中間連結会計期間から

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理か

ら、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。これによる損益及び、キャッシュ・フローへの影響は軽微であります。 

(3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月 17 日）を当中間連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

この結果、期首の利益剰余金を 768 百万円減額しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。 

【訂正後】
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（７）事業の種類別セグメント情報 

       

前中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 240,347 34,238 31,270 16,268 8,023 330,150 － 330,150 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

6,438 86 1,274 1,732 4,337 13,869 (13,869) － 

 計 246,786 34,325 32,544 18,001 12,361 344,019 (13,869) 330,150 

Ⅱ． 営 業 費 用 247,517 35,231 33,101 19,911 13,188 348,950 (13,289) 335,661 

 営 業 損 失 (△ ) △730 △906 △557 △1,910 △826 △4,931 (580) △5,511 

 

当中間連結会計期間 
自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 

194,676 31,777 29,681 3,554 6,513 266,202 － 266,202 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

5,925 360 436 634 1,695 9,051 (9,051) － 

 計 200,601 32,137 30,117 4,188 8,208 275,253 (9,051) 266,202 

Ⅱ． 営 業 費 用 201,522 32,339 30,472 4,600 8,277 277,211 (8,540) 268,671 

 営 業 損 失 (△ ) △921 △201 △354 △412 △68 △1,958 (510) △2,469 

 

前連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

民 生 用 
機器事業 

エンタテ
インメン
ト事業 

産 業 用 
機器事業 

電子デバ
イス事業 

そ の 他
事 業 

計 消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ． 売 上 高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

(1)外部顧客に対す
る 売 上 高 

469,337 71,125 65,205 36,455 16,161 658,286 － 658,286 

(2)
セグメント間の
内 部 売 上 高 
又 は 振 替 高 

12,916 146 2,401 3,371 8,421 27,256 (27,256) － 

 計 482,253 71,272 67,606 39,827 24,582 685,542 (27,256) 658,286 

Ⅱ． 営 業 費 用 478,334 70,783 65,256 42,149 25,316 681,840 (26,284) 655,556 

 営 業 利 益 3,919 488 2,350 △2,322 △733 3,701 (972) 2,729 

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

事 業 区 分 主 要 製 品 

民 生 用 機 器 事 業 
液晶テレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビデオカメラ、
ビデオデッキ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ他
オーディオ関連機器、カーＡＶシステム、ＡＶアクセサリー 

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト 

産 業 用 機 器 事 業 
業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロ
ジェクター 

電 子 デ バ イ ス 事 業 光ピックアップ 

そ の 他 事 業 記録メディア、インテリア家具他 

【訂正後】
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３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額はそれぞれ、561 百万円、624 百万円、及び 1,113 百万円であり、その主

なものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

 

【訂正後】
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